滑川市妊婦一般健康診査費助成事業実施要綱

（目的）

第１条　この要綱は、妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を目的として、母子保健法（昭和40年法律第141号）第13条の規定に基づき実施する妊婦一般健康診査（以下「健診」という。）を里帰り等の理由により富山県外（日本国内に限る。以下同じ。）の産婦人科病(医)院・助産師外来及び助産所で受診する者に対し、健診費用の助成をするために必要な事項を定めるものとする。
　（対象者）

第２条　助成の対象者は、健診受診日に滑川市に住所を有する妊婦であり、健診を平成21年4月１日以降に富山県外の産婦人科病(医)院・助産師外来及び助産所で受診する者とする。

（助成の対象となる健診及び助成金の額）

第３条　助成の対象となる健診は、14回を限度とし、その受診時期及び内容は、原則として国が示す標準的な健診の実施時期、実施回数及び内容のとおりとする。

２　助成金の額は、健診に要した費用の額とする。ただし、それぞれの健診につき、富山県内の産婦人科病（医）院・助産師外来及び助産所と契約した額を上限とする。
３　市長は、第１項に規定する健診内容のうち、医師及び助産師の判断により当該健診時に必要ないと認められたものについては、健診内容から除外することができる。
（助成の申請）
第４条　助成を受けようとする者（以下「助成申請者」という。）は、富山県外での産婦人科病（医）院・助産師外来及び助産所で、健診費用を最後に支払った日から原則２か月以内に、別に定める書式に次に掲げる書類を添えて、市長に助成の申請をしなければならない。
（１）健診結果が記載されている滑川市妊婦一般健康診査受診票兼健康診査費領収書

（２）滑川市妊婦一般健康診査費助成申請書兼請求書（様式第１号）
（３）母子健康手帳

　（助成の決定）
第５条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査のうえ助成金の支給の適否を決定し、滑川市妊婦一般健康診査費助成金交付決定通知書（様式第２号）又は滑川市妊婦一般健康診査費助成金不交付決定通知書（様式第３号）により、助成申請者に通知するものとする。
　（助成金の返還）
第６条　市長は、助成金の支給対象者が不正な手段により助成金の支給を受けたときは、助成金の支給決定の全部又は一部を返還させることができる。
２　市長は、助成金の支給決定を取り消した場合、当該取り消しに係る部分に関し、すでに助成金が支給されているときは、助成金の返還を命ずることができる。

３　前項の規定により助成金の返還を求められた者は、速やかに市長に助成金を返還しなければならない。

　（その他）
第７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

　　　附　則

　この告示は、平成２１年４月１日から施行する。
